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第１編 開発協議の手続き 
 

１ 対象となる開発事業について 

綾部市内で開発事業を行う場合は、「綾部市まちづくり条例（以下「条例」という。）」、同

条例施行規則（以下「施行規則」という。）に基づき、その事業の規模、目的に応じて、開発事

業に関する手続が必要です。 

 

（ア）手続が必要となる開発事業 

次の開発事業を行う場合は、あらかじめ届出・協議等の手続が必要です。 

ア 開発区域の面積が３００㎡以上※１の開発行為※２ 

イ 用途地域外で行う予定建築物の延べ面積※３が５００㎡を超える建築行為※４ 

ウ 用途地域外で行う建築基準法別表第二（に）に掲げる建築物（第二種中高層住居専用地

域で建築不可のもの）の建築行為 

 

※１ 開発区域が建築基準法第４２条第２項に規定する道路（二項道路）に接する場合、開発協議の要否

を判断する開発区域面積に、道路の後退部分（セットバック分）は含まないものとする。 

   ただし、開発協議の際には開発区域に含め、道路の築造を行うことを原則とする。 

※２ 都市計画法第４条第１２項に規定する建築物の建設又は特定工作物の建設の用に供する目的で行う

土地の区画形質を変更する行為 

※３ 増改築の場合は従前の床面積と比べて増加する面積( (イ)手続きが不要となる開発事業 P.7参照） 

※４ 建築基準法第２条第１号に規定する建築物の新築、増築、改築又は移転、及び都市計画法第４条第

１１項に規定する特定工作物を建設する行為 

 

■ 手続が必要となる開発事業 

（開発行為）※は都市計画法に基づく開発許可も必要 

  都市計画区域 都市計画 

区域外   用途地域 特定用途制限地域 

開発事業区域 10,000 ㎡以上 要※ 要※ 要※ 

条例第２２条 開発事業者は、次の各号のいずれかに該当する開発事業を行うときは、次節から

第３節に定める手続きによらなければならない。 

（１）開発事業区域の面積が３００平方メートル以上の開発行為 

（２）法第８条第１項第１号の規定による用途地域が定められていない地域において行う、規則

で定める建築行為 

２ 一団の土地（同一敷地であった等一体的に利用がなされていた土地及び所有者が同一であっ

た土地をいう。）又は隣接した土地において、開発事業の完了後１年以内に行う開発事業であ

って、全体として一体的な土地利用を行うものは、一の開発事業とみなす。 

 

規則第１３条 条例第２２条第１項第２号の規則で定める建築行為は、次に掲げるものとする。 

（１）予定建築物の延べ面積が５００平方メートルを超える建築行為 

（２）建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（に）項に掲げる建築物の建築行為 
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の面積 3,000～9,999 ㎡ 要※ 要※ 要 

300～2,999 ㎡ 要 要 要 

300 ㎡未満 不要 不要 不要 

 

（建築行為） 

 都市計画区域 
都市計画 

区域外  用途地域 
特定用途 

制限地域 

建築物の延べ面積 500㎡以上 不要 要 要 

第二種中高層住居専用地域で建築

不可の建築物※１ 不要 要 要 

上記以外の建築物 不要 不要 不要 

 

※１ 「第二種中高層住居専用地域で建築不可の建築物」の例 

・ ホテル、旅館 

・ ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等 

・ 自動車教習所 

・ 畜舎 

・ 工場 

・ 自動車修理工場 など 

 

  ■ 一体的な土地利用（条例第２２条第２項） 

  （１）一敷地として土地を利用する場合 

   

   

 

 

 

 

 

 

   

 

 

（２）隣接して複数の開発事業が行われる場合 

       

                           Ａの開発事業の完了後１年以内に行われるＢの開発事

業が、全体として一体的な土地利用である場合は一の

開発事業となる。（目的が異なる場合は別の開発事

業） 

 

 

開発事業区域

開発事業区域

既存敷地

増
加
部
分

A

B
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                               Ａの開発事業において新設された道路を利用し

てＢの開発事業を行う場合は、一体的な土地利

用となる。 

                       左図の場合、Ａの開発完了後１年以内にＢの開

発事業を行う場合は、ＡとＢをあわせ区域が

開発事業区域となる。 

Ａの開発事業完了後１年を経過した後に行う 

Ｂの開発事業はＢの区域のみを開発事業区域

とする。 

 

  （イ）手続が不要となる開発事業 

 

（４）自己の居住の用に供する住宅とは、自己の居住用である専用住宅又は兼用住宅とする。

（建築基準法別表第２（い）項第一号及び第二号） 

 

（７）通常の管理行為、軽易な行為その他市長が認めたものの取り扱いは次のとおりとする。 

   

（イ）敷地の拡大を伴わない既存建築物の改築の場合で、従前の床面積と比べ増加する面積

が５００㎡未満であり、かつ、第二種中高層住居専用地域で建築不可の建築物への用途

変更を伴わない場合。 

（ロ）敷地の拡大を伴わない第二種中高層住居専用地域で建築が不可となる既存建築物の増

改築の場合で、従前の床面積と比べ増加する面積が５００㎡未満の場合。 

 

（ウ）手続の受付窓口及び問合せ先 

綾部市建設部都市計画課都市計画担当 

電話 ０７７３－４２－４２８５ 

条例第５２条 次に掲げる開発事業については、第３章（第３９条を除く。）及び前章の規定

は、適用しない。  

（１）法に基づく都市計画事業  

（２）土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）に規定する施行区域における土地区画整理

事業及び都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）に規定する市街地再開発事業  

（３）国又は地方公共団体が行う開発事業で、計画的な土地利用が行われると市長が認めたもの  

（４）自己の居住の用に供する住宅の建築行為を目的とする開発事業（共同住宅及び長屋の建築

行為を目的とするものを除く。）  

（５）建築基準法第８５条第５項の規定による仮設建築物の建築であって、１年以内にその除却

が見込まれるもの  

（６）災害のために必要な応急措置として行われるもの  

（７）通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で市長が認めたもの 

新 設 道 路

A
B
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【
凡
例

】

特

定

沿

道

地

区

田

園

居

住

地

区

○※ ○※ ○※ ○※
※自己の居住の用に供する目的

で行う開発行為は除く

○※ ○※ ○※
※自己の居住の用に供する目的

で行う住宅の建築行為は除く

非住宅部分の用途制限あり

○※ ○※ ○※
※自己の居住の用に供する目的

で行う住宅の建築行為は除く

○ ○ ○
○ × ○

○ ○ ○

○ × ○

○ ○ ○
○ × ○

○ ○ ○

○ × ○

○ × ○

○ × ○

○ × ○

○※ × ○ ※は個室付浴場を除く

※ ※ ※ ※は500㎡以下のものは「無印」

※ ※ ※ 、公共事業を除き500㎡を超える

※ ※ ※ 場合は「○」となる。

※ ※ ※
※ ※ ※
※ ※ ※
※ ※ ※
※ ※ ※
※ ※ ※
○ ○ ○
○ × ○

○ × ○

※

○ ※○ ○

○ × ○

○ × ○

○ ○ ○
○ × ○

※ 原動機制限あり 、※は2階以下

○ ○ ○
○ × ○
○ ○ ○
○ × ○
○ × ○
○ × ○
× × ○

○ ○ ○
○ × ○

量が非常に少ない施設で、床面積が1,500㎡以下のもの ○ ○ ○
量が非常に少ない施設で、床面積が1,500㎡を超えるもの ○ × ○
量が少ない施設 ○ × ○
量がやや多い施設 ○ × ○
量が多い施設 × × ○

○※ ○※ ○ ※は都市計画決定が必要

火薬、石油類、ガスなどの

危険物の貯蔵・処理の量

卸売市場，火葬場、と畜場、汚物処理場、ごみ焼却場等

パン屋，米屋，豆腐屋，菓子屋，洋服店，畳屋，建具屋，自転車店等で作業場の面積が50m
2
以下

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場で、床面積が150㎡以下のもの

原動機・作業内容の制限あり

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場で、床面積が150㎡を超えるもの

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある工場

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場で、床面積が150㎡以下のもの

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場で、床面積が150㎡を超えるもの

自動車修理工場で、作業場の床面積が300㎡以下のもの
原動機制限あり

自動車修理工場で、作業場の床面積が300㎡を超えるもの

自動車教習所で、床面積が3,000㎡以下のもの

自動車教習所で、床面積が3,000㎡を超えるもの

工

場

・

倉

庫

等

単独車庫（付属車庫を除く）で、床面積が300㎡以下かつ２階以下の部分にあるもの

単独車庫（付属車庫を除く）で、床面積が300㎡を超えるもの又は３階以上の部分にあるもの

建築物付属自動車車庫で、床面積が500㎡を超え、3,000㎡以下のもの

建築物付属自動車車庫で、床面積が3,000㎡を超えるもの

倉庫業倉庫

畜舎(15m2を超えるもの)で、床面積が3,000㎡以下のもの

畜舎(15m
2
を超えるもの)で、床面積が3,000㎡を超えるもの

公

共

施

設

・

病

院

・

学

校

等

幼椎園、小学校、中学校、高等学校

大学、高等専門学校、専修学校等

図書館等

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等

神社、寺院、教会等

公衆浴場、診療所、保育所等

老人ホ－ム、身体障害者福祉ホーム等

老人福祉センター、児童厚生施設等

遊

戯

施

設

・

風

俗

施

設

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等で、床面積が500㎡以下のもの

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等で、床面積が500m2を超え、3,000㎡以下のもの

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティング練習場等で、床面積が3,000㎡を超え、10,000

㎡以下のもの

カラオケボックス等

麻雀屋、パチンコ屋、射的場、馬券・車券発売所等

劇場、映画館、演芸場、観覧場

キャバレー、ダンスホール等、個室付浴場等

事務所等の床面積が、500m2以下のもの

事務所等の床面積が、500m
2
を超え、3,000m

2
以下のもの

事務所等の床面積が、3,000m2を超えるもの

病院

ホテ

ル、

旅館

ホテル、旅館の床面積が、3,000㎡以下のもの

ホテル、旅館の床面積が3,000㎡を超えるもの

建築行為

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿の床面積が、500㎡以下のもの

用
途
地
域
の
制
限
あ
り

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿の床面積が、500㎡を超えるもの

兼用住宅の床面積が、500㎡以下のもので、非住宅部分の床面積が、50㎡以下かつ建築物の延べ面積の2分の1未

満のもの

兼用住宅の床面積が、500㎡を超えるもので、非住宅部分の床面積が、50m2以下かつ建築物の延べ面積の2分の1

未満のもの

店

舗

等

店舗等の床面積が、500m2以下のもの

店舗等の床面積が、500m2を超え、3，000m2以下のもの

店舗等の床面積が、3,000m
2
を超えるもの

建築物付属自動車車庫で、床面積が500㎡以下のもの ※は２階以下で、建築物の延べ

面積の１／２以下

事

務

所

等

都
市
計
画
区
域
外

備考

無印：まちづくり条例の対象外
○：まちづくり条例の協議対象（地元説明、市協議等の手続きが必要）
×：特定用途制限地域の指定により建築不可

開発行為

開発区域の面積が３００㎡未満の開発行為

旧

市

街

化

区

域

旧

市

街

化

調

整

区

域

開発区域の面積が３００㎡以上の開発行為

■ 手続が必要な開発事業の一覧 
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２ 開発事業に関する手続について 

 

（ア）開発事業の手続フロー 

 

工事の着手前 

 

 

 

平成 21年６月予定 

標識の設置 
（様式第１０号） 

標識設置届 
（様式第１１号） 

開発協議書 
（様式第１４号） 

意見書 
（様式第１２号） 

開発基本計画届 
（様式第９号） 

事前相談 

開発協議の基準に 
基づく審査 

周知 

※開発事業に意見がある場合は説明

後 14 日以内に提出 

開発協議 

開発協定の締結 

開発許可、建築確認等の手続を経て、工事の着手後の手続に進みます 

住民への説明 

綾部市 開発事業者 住民 

届出 

届出 

見解書 
（様式第１３号） 

提出 提出 

回答書 
（様式第１６号） 

指導書 
（様式第１５号） 

提出 

提出 
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工事の着手後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）開発事業に関する手続の概要 

 

（１）開発基本計画の届出 

条例第２３条 開発事業者は、開発事業の具体的な計画の策定をしようとするときは、あらかじめ

開発基本計画を作成し、市長に届け出なければならない。 

 

規則第１４条 条例第２３条に規定する開発基本計画の届出は、開発基本計画届（様式第９号）に

必要な書類を添えて行わなければならない。 

【添付書類】 

（１）位置図 

（２）開発基本計画の概要を示す図面（配置図又は土地利用計画平面図等） 

 

「３ 手続きに必要な図書」（１８頁）参照 

 

 

綾部市 開発事業者 住民 

必要に応じて、開発事業者

と工事協定を締結 

（工事中の紛争予防等） 

※市が管理する公共施設を整備した 

場合 

工事の着手 

工事の完了 

工事着手届 
（様式第２０号） 

※市が管理する公共施設を整備し

た場合 

工事完了届 
（様式第２１号） 

公共施設の完了検査 

※開発行為が対象 

 
 

公共施設の管理 

及び帰属 

提出 

提出 
公共施設検査願 
（参考様式第２号） 

検査済証 
（参考様式第３号） 

※市が管理する公共施設を整備し

た場合 

交付 

提出 

※開発行為が対象 

公共施設用地帰属 
申請書 

（参考様式第４号） 

※市が管理する公共施設を整備した 

場合 

提出 



11 

 

（２）標識の設置 

条例第２４条 開発事業者は、開発基本計画の周知を図るため、前条の規定による届出後、速やか

に標識を設置し、当該開発基本計画に係る開発事業の工事が完了するまでの間掲出しておかな

ければならない。  

２ 開発事業者は、前項の規定により標識を設置したときは、速やかに市長に届け出なければなら

ない。 

 

規則第１５条 条例第２４条第１項の規定により設置する標識は、標識（様式第１０号）とする。 

２ 標識は、開発事業区域が道路に接する部分（２つ以上の道路に接するときは、主な２つの道路

のそれぞれに接する部分）に、地面から標識の下端までの高さがおおむね１メートルとなるよ

う設置しなければならない。 

３ 開発事業者は、風雨等により容易に破損しない方法で標識を設置するとともに、記載事項が不

鮮明にならないよう維持管理しなければならない。 

４ 条例第２４条第２項の規定による届出は、標識設置届（様式第１１号）により行わなければな

らない。 

【添付書類】 

（１）標識の設置個所及び記載内容がわかる写真 

 

【標識の例】 
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（３）住民への説明 

条例第２５条 開発事業者は、開発基本計画の内容及び次条に定める事項について、次に掲げる者

（以下「近隣住民等」という。）に対して、開発基本計画が十分に理解されるよう説明会の開催

その他の方法によって、説明しなければならない。  

（１）近隣住民  

（２）開発事業区域に属する地区の自治会の代表者  

（３）開発事業区域に属する地区の協議会の代表者  

（４）開発事業に対して利害を有する者で市長が必要と認めるもの 

【説明対象者（地区住民等）】 

（１）近隣住民  

 ・開発事業区域に隣接する土地若しくは当該土地に存する建築物を所有する者 

 ・開発事業区域に隣接する土地に存する建築物に居住する者 

 ・開発事業区域に隣接する土地若しくは建築物において事業を営む者 

（２）開発事業区域に属する地区の自治会の代表者  

（３）開発事業区域に属する地区の協議会の代表者  

（４）開発事業に対して利害を有する者で市長が必要と認めるもの 

【説明事項】 

 ・開発基本計画の内容 

 ・開発基本計画に対する意見書の提出に関すること（条例第２６条） 

【開発協議に必要な書面】 

・自治会の代表者（自治会長）印を押印した説明を受けた旨の確認書（参考様式第１

号）又は同意書 

・説明会を開催した場合は、日時、場所、出席者、内容要旨を記した開催結果書 

※説明は近隣住民に十分理解されるよう努めてください。 

 

（４）開発基本計画に対する意見書の提出等 

条例第２６条 近隣住民等は、第２４条第２項の規定による届出をした日又は前条の説明が終了し

た日のいずれか遅い日から１４日以内に、開発基本計画に対する意見を記載した書面を開発事

業者に提出することができる。  

２ 開発事業者は、前項の規定による意見書の提出を受けた場合は、当該意見書に対する見解を記

載した書面を当該意見書を提出した者に提出するとともに、当該意見書及び当該見解書の写し

を市長に送付しなければならない。 

３ 市長は、近隣住民等から第１項に規定する期間について、当該期間の満了までに期間延長の要

請があった場合において、相当な理由があると認めるときは、その期間を２１日以内とするこ

とができる。 

４ 市長は、期間延長の要請を受け入れたときは、その旨を開発事業者に通知するものとする。 

 

規則第１６条 条例第２６条第１項の規定による意見書の提出は、開発基本計画に対する意見書

（様式第１２号）により行わなければならない。 

２ 条例第２６条第２項の規定による見解書の提出は、開発基本計画の意見に対する見解書（様式

第１３号）により行わなければならない。 
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 （５）開発協議 

条例第２７条 開発事業者は、前条第１項に規定する期間を経過した日（同条第３項の規定により

延長された場合にあっては、その延長した期間を経過した日）以後に、開発事業計画に係る市

長との協議（以下「開発協議」という。）をしなければならない。 

 

規則第１７条 条例第２７条に規定する協議は、開発協議書（様式第１４号）により行わなければ

ならない。 

２ 前項の協議書には、別表に掲げる書類を添付しなければならない。 

【必要な手続き】 

「３ 手続きに必要な図書」（１８頁）参照 

 

（６）開発協議事項及び開発協定 

条例第２８条 開発協議は、まちづくり計画及び第５節に規定する開発協議の基準に基づき、次に

掲げる事項について行うものとする。  

（１）開発事業に伴い必要となる開発事業区域内外の公共施設等の整備に関する事項  

（２）開発事業区域の周辺における良好な住環境の保全に関する事項  

（３）開発事業区域における適正な土地利用計画に関する事項  

（４）開発事業区域及びその周辺の道路における通行の安全確保に関する事項  

（５）前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める事項  

２ 市長は、開発協議を行うに当たって、協議する事項に関する市長の見解を記載した書面（以下

「指導書」という。）を開発事業者に交付するものとする。 

３ 開発事業者は、指導書に対する回答書を作成し、市長に提出しなければならない。 

 

規則第１８条 条例第２８条第２項に規定する指導書の交付は、開発協議に関する指導書（様式第

１５号）により行わなければならない。 

２ 条例第２８条第３項に規定する指導書に対する回答書の提出は、開発協議に関する指導書に対

する回答書（様式第１６号）により行わなければならない。 

 

条例第２９条 市長は、開発協議について、開発事業者と合意が成立したときは、開発協定を締結

するものとする。 

２ 開発事業者は、前項の規定により開発協定を締結したときは、その旨及び協定年月日を第２４

条第１項の規定により設置した標識に記載しなければならない。 

【開発協議の基準】 

まちづくり計画及び開発事業に関する指針（マニュアル第２編） 

 

（７）開発協定の変更 

条例第３０条 開発協定を締結した開発事業者は、当該開発協定の内容を変更しようとするとき

は、当該開発協定の変更の協定を市長と締結しなければならない。ただし、規則で定める軽微

な変更については、この限りでない。  

２ 前項の開発協定の変更の協定を締結しようとする開発事業者は、開発協議を行わなければなら

ない。この場合において、当該開発事業者は、第２４条第１項の規定により設置した標識に表

示された事項について必要な修正を行うとともに、あっせん又は調停に基づく変更の場合を除
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き、第２５条及び第２６条に定める手続を行わなければならない。 

３ 開発事業者は、第１項ただし書の規則で定める軽微な変更をしようとするときは、遅滞なく、

その旨を市長に届け出るとともに、第２４条第１項の規定により設置した標識に表示された事

項について必要な修正を行わなければならない。 

４ 第１項又は前項の場合における次条及び第３２条の規定の適用については、第１項の開発協定

の変更の協定の締結又は前項の届出に係る変更後の内容を開発協定の内容とみなす。 

 

規則第１９条 条例第３０条第１項ただし書の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとす

る。 

（１）開発事業区域の面積の縮小 

（２）開発事業区域内の建築物の規模の縮小 

（３）開発事業者の氏名又は住所（法人にあっては、その名称、代表者又は主たる事務所の所在

地）の変更 

（４）開発事業の着手予定年月日又は完了予定年月日の変更 

（５）前各号に掲げるもののほか、市長が軽微であると認める変更 

 

規則第２０条 条例第３０条第２項に規定する開発協定の変更に係る協議は、開発変更協議書（様

式第１７号）により行わなければならない。 

２ 条例第３０条第３項に規定する開発協定の軽微な変更の届出は、軽微な変更届（様式第１８

号）により行わなければならない。 

３ 第１項の協議書及び前項の変更届には、別表に掲げる書類のうち当該変更に係る書類を添付し

なければならない。 

【添付書類】 

（１）開発協議書に添付した書類のうち当該変更に係るもの 

 

 （８）開発協定に基づく地位の承継 

条例第３１条 開発協定を締結した者から開発事業区域内の土地の所有権その他開発事業を施行す

る権原を取得した者は、市長に申し出ることにより、当該開発事業の開発協定に基づく地位を

承継することができる。 

 

規則第２１条 条例第３１条に規定する申出は、開発協定の地位の承継に係る申出書（様式第１９

号）に必要な書類を添えて行わなければならない。 

【添付書類】 

（１）当該開発事業の地位を継承したことを証する書類 

（２）その他市長が必要と認める書類 

 

 （９）開発協定の遵守及び開発事業の工事の着手制限 

条例第３２条 開発事業者は、開発協定を締結した開発事業計画に従い、当該開発事業を行わなけ

ればならない。 

 

条例第３３条 開発事業者及び開発事業の工事施工者（請負工事の下請人を含む。以下「工事施工

者」という。）は、開発事業者が開発協定を締結した後でなければ、開発事業の工事に着手して
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はならない。 

 

条例第３４条 開発事業者及び工事施工者並びに近隣住民等は、工事中の紛争を予防し、安全に、

かつ、円滑に工事を行うため、開発事業に係る工事について、協定を締結するよう努めるものと

する。 

 

 （１０）工事の着手及び完了の届出 

条例第３５条 開発事業者は、開発事業の工事に着手したとき及び工事が完了したときは、規則で

定めるところにより、速やかに市長に届け出なければならない。  

 

規則第２２条 条例第３５条に規定する工事の着手に関する届出は開発事業工事着手届（様式第２

０号）により、同条に規定する工事の完了に関する届出は開発事業工事完了届（様式第２１号）

により、必要な書類を添えて行わなければならない。 

 ■開発事業工事完了届 

【添付書類】 

（１）位置図 

（２）造成完了平面図 

（３）工事が完了した状況が分かる写真 

（４）公共施設等求積図（当該工事が公共施設等に係る場合のみ） 

（５）公共施設等詳細図（当該工事が公共施設等に係る場合のみ） 

（６）公共施設等の工事中の写真（当該工事が公共施設等に係る場合のみ） 

（７）その他市長が必要と認める書類 

 

（１１）公共施設の完了検査等 

条例第３６条 開発事業者は、開発事業において市が管理する公共施設を整備したときは、完了の

届出に先立って市長の完了検査を受けなければならない。  

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、随時立入検査を行うことができる。 

３ 前２項の規定により検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

４ 開発事業者は、第１項及び第２項の検査の結果、不備な箇所があるときは自己の負担において

整備しなければならない。 

【公共施設の種類】 

 道路、公園、下水道施設、緑地、広場、河川、運河、水路、上水道施設、消防の用に供する施

設（防火水槽・消火栓） 

 

【手続】 

  開発事業者は、市が管理する公共施設を整備した場合は、速やかに添付書類を添えて公共施

設検査願（参考様式第２号）を提出してください。 

市は、開発事業者または代理人立会のもと検査を実施します。 

検査の結果不備な個所があるときは、開発事業者の負担において速やかに是正し、是正前後の

写真を添えて市に報告してください。 

検査完了後または不備是正確認後、市は開発事業者に対し検査済証（参考様式第３号）を交
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付します。 

■公共施設検査願 

【添付書類】 

（１）写真（着工前後及び根入れ寸法等の現地検査で確認できない部分） 

（２）出来形図（設計との比較がなされたもの） 

（３）コンクリート等の品質証明書 

（４）擁壁等の支持地盤の強度が確保されていることを照査した平板載荷試験等の結果報告

書 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

（１２）公共施設の管理及び帰属 

条例第３７条 前条第１項の規定による完了検査を受けた公共施設は、第３５条の規定による完了

の届出の日（法第２９条の規定による開発行為の許可を要する開発事業にあっては、法第３６条

第３項に規定する公告の日）の翌日から市の管理に属するものとする。ただし、法令に定めのあ

るもの又は第２９条第１項の規定により締結した開発協定において、別に定めをしたものについ

ては、この限りでない。 

２ 前項の規定は、同項に規定する公共施設又はその用に供する土地の市への帰属について準用す

る。 

【手続】 

  開発事業者は市が管理する公共施設を整備した場合は、公共施設に関する工事の検査済証を受

領後、工事完了届を提出し、速やかに寄付採納等に係る手続きを市の指示に従い行ってください。 

  所有権移転登記は市において行いますので、そのための書類作成、土地の分筆等は開発事業者

において行い、公共施設用地帰属申請書（参考様式第４号）を提出してください。 

  なお、登記原因日は原則として完了の届出の日（法第２９条の規定による開発行為の許可を要

する開発事業にあっては、法第３６条第３項に規定する公告の日）の翌日とします。 

  また、開発事業において整備した公共施設の内、公園・緑地、ごみ集積所、通路（法定外公共

物、避難通路等）水路（市道側溝、都市下水路等を除く）等については、原則として周辺自治会、

住民による日常管理を行っていただくことになりますので、速やかに協定を締結してください。 

■公共施設用地帰属申請書 

【添付書類】 

（１）登記承諾書 

（２）印鑑証明書 

（３）住民票（開発事業者が個人の場合） 

（４）登記原因証明情報 

（５）帰属する土地の登記簿謄本 

（６）公図写し（分筆後） 

（７）帰属する土地の地積測量図及び求積図 

（８）その他市長が必要と認める書類 

 【市道認定に関する注意事項】 

   開発事業（法第２９条に係る開発行為を除く）により新設された道路（拡幅部分も含む）で、

市道として管理するものは市道認定の告示があるまでは建築基準法第４２条第１項第１号に規

定する道路としては認められません。また建築基準法第４２条第１項第２号に規定する道路
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（開発道路）にもなりませんのでご注意ください。 

   市道認定の告示は原則６月、９月、１２月、３月に行われますが、工事の完了から告示まで

に期間を要しますので、計画の際にご相談ください。 

 

（１３）隣接する市町の区域に影響を及ぼす開発事業の取扱い 

条例第３８条 市長は、市の区域内において行われる開発事業が隣接する市町の区域に影響を及ぼ

すと認める場合及び隣接する市町の区域内において行われる開発事業が市の区域に影響を及ぼす

と認める場合は、隣接する市町の長と協議し、その内容に配慮した開発事業計画となるよう、開

発事業者又は隣接する市町の長に対し、協力を求めることができる。 

２ 開発事業者は、市の区域内において自らが行う開発事業の影響が隣接する市町の区域に及ぶこ

とが予想される場合は、市長及び隣接する市町の長と協議し、適切な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

 



18 

 

３ 手続に必要な図書 

開発基本計画又は開発事業計画の届出にあたっては、次の図書を、原則として正本１部、副本

１部以上、市に提出してください。 

 ■ 様式第１４号（開発協議書、設計説明書、工事計画概要書、公共施設一覧表） 

■ 開発協議書に添付する図書 

 

図書の種類 作成にあたっての留意事項 縮尺 

開発基本計画

届 
開発協議書 

開発 

行為 

建築 

行為 

開発 

行為 

建築 

行為 

住民説明を

行った旨を

確認する書

類 

 

・自治会の代表者（自治会長）印を押印した

説明を受けた旨の確認書又は同意書 

・隣接地の所有者・権利者等が説明を受けた

旨の確認書又は同意書 

・説明会を開催した場合は、日時、場所、出

席者、内容要旨を記した開催結果書 

（近隣住民等への説明の状況、開発基本計画

に対する要望書の内容及びその要望に対する

説明の内容がわかる書類） 

   ○ ○ 

開発区域内

（開発関連

区 域 を 含

む）土地の

登記事項証

明書の写し 

・申請日前 3か月以内のものを添付 

なお、開発区域の隣接地は、「登記事項要約

書」に調査日、調査者氏名及び押印したもの

でも良い 

 

   ○ ○ 

開発区域内

（開発関連

区 域 を 含

む）の権利

者による施

行同意書 

開発区域内の土地所有権が申請者以外である

場合。 

 

  ○ ○ 

その他の施

行同意書 

・一次放流先の河川、農業用水路等の管理権

限を有する組織等もの 

・その他市長が必要と認めるもの 

 

  ○ ○ 

位置図 ・開発事業区域の境界を赤実線で明示 

・開発事業区域周辺の用途地域及び特定用途

制限地域を着色し、地域名を記入 

・排水経路を名称とともに流末河川まで青実

線で記入 

１/5,000 程度 ○ ○ ○ ○ 

公図又は字

限図 

・開発区域の境界（赤実線）、開発関連区域

がある場合はその境界（赤破線） 

・開発区域、開発関連区域及び隣接地に登記

   ○ ○ 
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上の地目、面積、所有者氏名及び抵当権者指

名等を記入 

・転写年月日、転写場所及び調査者氏名を記

入し、調査者及び作成者が押印 

・数枚に渡る場合は、合成し 1 枚としたもの

を併せて添付 

現況図 ・地形、開発区域の境界（赤実線）、開発関

連区域がある場合はその境界（赤破線） 

・建築物及び既存擁壁等の工作物の位置及び

形状 

・開発区域内及び開発区域周辺の道路、水路 

・必要に応じ公園、緑地、広場、河川、取水

施設その他公共施設並びに官公署、文教施設

その他公益施設の位置及び形状 

・道路の幅員、道路交差点の地盤高、河川又

は水路の幅員 

・政令第 28条の２第 1号に規定する樹木及び

樹木の集団の位置及び同条第 2 号に規定する

切土又は盛土を行う部分の表土の状況（1ha

以上の開発に限る） 

・２ｍの標高差を示す等高線 

１/2500 以上   ○ ○ 

土地利用計

画図 

・開発区域の境界（赤実線）、開発関連区域

がある場合はその境界（赤破線） 

・公園、緑地、広場の位置、形状、面積、出

入口及びさく又はへいの位置 

・開発区域内外の道路の位置、形状及び幅員 

・排水施設の位置、形状及び水の流れの方向 

・都市計画施設又は地区計画に定められた施

設の位置、形状及び名称 

・消防水利の位置及び名称 

・遊水池（調整池）の位置及び形状（多目的

利用の場合にあっては、専用部分と多目的利

用部分の区別） 

・河川その他の公共施設の位置及び形状 

・予定建築物等の敷地の形状及び面積 

・予定建築物等の各敷地ごとの具体的用途 

・公益的施設の位置、形状及び面積 

・樹木又は樹木の位置、形状及び幅員 

・法面（がけを含む）の位置及び形状 

・擁壁の位置、種類、高さ及び延長 

 

 

１/1000 以上 ○ ○ ○ ○ 
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求積図 ・申請地境界は赤実線で記入 

・図中には求積計算表も記入し、申請地の実

測面積を明示 

・道路水路等の公共用物との境界線やポイン

トは境界確定図と整合させる。 

   ○ ○ 

造成計画平

面図 

・開発区域の境界（赤実線）、開発関連区域

がある場合はその境界（赤破線） 

・切土又は盛土をする前後の地盤高（切土は

黄色に、盛土は緑に着色） 

・擁壁の位置、種類、高さ及び延長 

・法面（がけを含む）の位置及び形状 

・道路の中心線、延長、幅員、勾配及び交差

点の計画高 

・遊水池（調整池）の位置及び形状 

・予定建築物等の敷地の形状及び計画高 

・切土又は盛土をする土地の部分で表土の復

元等の措置を講ずるものがあるときは、その

部分を図示すること。 

1/1000 以上 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

造成計画断

面図 

・開発区域の境界（赤実線）、開発関連区域

がある場合はその境界（赤破線） 

・切土又は盛土をする前後の地盤高（切土は

黄色に、盛土は緑に着色） 

・計画地盤高 

1/1000 以上 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

排水計画図 ・開発区域の境界（赤実線）、開発関連区域

がある場合はその境界（赤破線） 

・排水区域の区域界 

・遊水池（調整池）の位置及び形状 

・都市計画に定められた排水施設の位置、形

状及び名称 

・道路側溝その他の排水施設の位置、種類、

材料、形状、内のり寸法及び勾配 

・排水管の勾配及び管径 

・人孔の位置及び人孔間距離 

・水の流れの方向、吐口の位置、放流先河川

又は水路の名称、位置及び形状 

・予定建築物等の敷地の形状及び計画高 

・道路、公園その他の公共施設の敷地の計画

高 

・法面（がけを含む）の位置及び形状 

１/500 以上 

  ○ ○ 
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給水施設計

画平面図 

・開発区域の境界（赤実線）、開発関連区域

がある場合はその境界（赤破線） 

・給水施設の位置、形状、内のり寸法及び取

水方法並びに消火栓の位置 

・予定建築物等の敷地の形状 

1/500 以上 

  ※ 

必要

に応

じ 

※ 

必要

に応

じ 

がけの断面

図 

・がけの高さ、勾配及び土質（土質の種類が

二以上であるときは、それぞれの土質及び地

層の厚さ） 

・切土又は盛土をする前の地盤面 

・石張、張芝、モルタルの吹付け等の崖面の

保護の方法 

1/50 以上 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

擁壁の断面

図 

・擁壁の寸法及び勾配、擁壁の材料の種類及

び寸法、裏込めコンクリートの寸法、透水層

の位置及び寸法 

・擁壁を設置する前後の地盤面（地盤面から

の擁壁の高さ） 

・基礎地盤の土質並びに基礎ぐいの位置、材

料、寸法及び配筋図 

・鉄筋の位置及び径 

・水抜穴の位置 

1/50 以上 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

予定建築物

の計画図 

各階平面並びに 2面以上の立面及び断面 

 

   ○ ○ 

構造計算書 ・擁壁の概要、構造計画、応力計算、断面算

定を記入 

・「宅地防災マニュアルの解説」による 
 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

土質試験結

果 

・施設計画上必要な構造物設置個所について

作成すること 

・その他指示する箇所について作成すること 

 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

地盤（土

質）柱状図 
 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

安定計算書 ・施設計画上必要な構造物設置個所について

作成すること 

・「開発行為において設置する擁壁の構造指

針」による 

・「宅地防災マニュアルの解説」による 

 

  ※ 

必要

に応

じ 
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土量計算書  

 

  ※ 

必要

に応

じ 

 

流量計算書 ・流域（工事施工区域外を含む）、雨量、流

出係数、勾配、粗度係数を記入 

 
 

  ※ 

必要

に応

じ 

※ 

必要

に応

じ 

境界確定図 官民境界確定図 

（法務局に備え付けの地積測量図が世界測地

系（H14.4 以降）である場合、当該地積測

量図で代用可） 

 

  ○ ○ 

その他 現況写真及び撮影方向図 

道路法第２４条工事承認 

占用等がある場合は占用許可書 

農地転用等がある場合、転用申請の写し 

他法令の調整経過を示す資料 

その他市長が指示する資料 

 

  ※ 

必要

に応

じ 

※ 

必要

に応

じ 

 

注１：道路を築造する開発事業にあっては、道路の距離、道路の幅員及び構成並びに勾配、路面

及び路盤の材料並びに形状及び寸法を明示した道路構造図及び断面図を加えること（縮尺

１/1,000 以上）。 

注２：開発協定の内容について軽微な変更をする場合は、軽微な変更届（様式第１８号）に変更に係

る上記の図書を添えて市に提出すること。 

 

 


